
 

 

 

【空き店舗リノベーション支援 】 
 
1．事業の目的                                                                       

物価高騰等の影響を受ける中、商店街の空き店舗への出店を促進し、商店街の活性化や賑わい創出を図る

ため、商店街エリアにある空き店舗の所有者が、店舗規模のミスマッチなどの理由か借り手のつかない状態

にある店舗を複数店舗に分割するための改装に要する経費の一部を補助します。 

 

２．募集期間                                                                       

令和７年（２０２５年）８月１日（金）～令和７年（２０２５年）１０月１０日（金）［１７時必着］ 

※土・日・祝祭日を除きます。 

※審査会（書面審査）にて予算の範囲内で採択者を決定します 

 

３．補助対象者                                                                

次の要件をすべて満たす空き店舗が補助対象となります。なお、本補助金の一次募集へ申請された方は補

助対象外となります。 

(1)  熊本市内の商店街の地区に所在する店舗であること。 

※商業施設等のテナント型店舗は対象外です。 

※商店街団体については、熊本市ホームページよりご確認ください。 

ご不明な場合は、店舗住所をご確認の上、商業金融課へお尋ねください。 

(2) 店舗と往来が可能な道路に面した建物１階部分の店舗であり、店舗間口又は壁面が道路からおおむね 

７ｍの範囲内に位置する店舗 

(3) リノベーションする物件が補助対象者所有のものであること。 

（4） 未登記の建物でないこと。 

（5） 賃貸物件として入居者を募集している路面店であること。 

（6） 共有名義者がいる場合は、全員の同意が得られていること。 

 

▼補助対象となる空き店舗のイメージ 

 

 

 

 

 

 

≪二次募集≫熊本市商店街出店支援 

事業費補助金募集要領 
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ただし、次に該当する場合は、補助対象となりません。 

□ 市税の滞納がある場合（分割納付を誓約し かつ 当該分割納付を履行していると認められる者は除く。） 

□ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第５項から 

同条第１０項の対象となる営業を行う場合 

□ 政治活動又は宗教活動を行う場合 

□ 熊本市暴力団排除条例(平成２３年条例第９４号)第２条第１号から第３号までの規定に該当する場合 

 

４．補助対象経費                                                              

 交付決定後に契約、発注及び支払いを行い、令和８年（２０２６年）２月２７日（金）までに、改装工事

及び支払いが完了し、かつ、実績報告を提出できる 次の経費が補助対象となります。 

(1) 既存店舗を複数店舗に分割するための改装費（壁、天井、床、ドア、窓部分の工事、給排水工事、電気工 

事、ガス工事に限る。） 

(2) 上記(1)に伴う火災報知器や誘導灯など建築基準法、消防法に基づく設備 

(3) 上記(1)に伴う既存設置物の処分費 

(4) 上記(1)に伴う設計費 

（5） その他市長が特に必要と認めるもの 

 

 

上記の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、補助対象外となります。 
 

(1) 設備(建築基準法、消防法に基づく設備を除く。)、備品、消耗品の購入・設置に係る費用 

(2) 交付決定前に契約または着工している改装費 

(3) 建築基準法、消防法その他法令に違反する改装費 

(4) 消費税及び地方消費税 

 

 

   交付決定前に補助申請経費について着手（発注）が必要な場合は、事前着手申請書（様式第８号）を提出 

し、市の承認を受けてください。 

※事前着手申請書のみでの受付はいたしません。必ずその他の申請書類と併せてご提出ください。 

※事前着手申請にて、補助対象経費に改装費が含まれる場合には、改装前の現場確認を実施します。なお、

改装前の現場確認が行えない場合は、事前着手の承認ができないことがありますので、あらかじめご承知

ください。 

※事前着手申請は、応募申請の採択審査には一切影響しません。 

  ※事前着手を承認する場合は、事前着手承認通知書により通知します。承認日以降に着手する経費を補助対 

象とします。 

※事業着手が承認され、その後採択審査の結果、補助金交付候補者として採択された場合でも、事前着手承 

認前に契約（発注）・購入等を行った経費については、補助対象経費として認められません。 

また、補助対象経費については、交付申請時に認められたものに限ります。 

※事前着手届出が承認された場合でも、採択審査の結果、不採択となったときは、本補助金の交付を受ける 

ことはできません。また、これにより生じる損失等について、熊本市は一切の責任を負いません。 

 



 

５．補助率・補助限度額                                  

補助率：２分の１以内、補助限度額：５０万円 

※補助金額の算出において、千円未満の端数は切り捨てとします。 

  ※補助率、補助限度額を超える部分は、申込者の負担となります。 

 

６．交付の条件                                      

     

 

（1）遅くとも交付確定の日から３０日以内に入居者の募集を開始すること。 

また、交付確定の日から２４月以内で入居者の募集を中止しないこと（入居者が決定した場合は 

この限りではない）。 

(2) 交付申込書に記載した事項を変更しようとするとき（軽微な変更をしようとするときを除く。）は、 

あらかじめ市長の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は当該事業の遂行が困難となったときは、速やかに 

市長に報告して、その指示を受けること。 

(4) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

(5) 補助事業が完了したときは、当該年度の２月末日までに、市長に対し所定の実績報告を行うこと。 

(6) 補助金額の確定のために現地調査、書類確認、質問等が必要な場合は、市の求めに応じこれに協力 

すること。 

(7) 補助金の支払の請求は、その額の確定後、別に指定する期限までに所定の請求書により行うこと。 

(8) 補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理するとともに、これらの帳簿及び 

書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管すること。 

(9) 補助金を他の用途に使用しないこと。 

(10) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）のうち取得価格 

又は効用の増加価格の単価が５０万円以上のものは、取得し、又は効用の増加があったときから 

２年間、市長の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、 

又は担保に供してはならないこと。 

(11) 市長の承認を受けて取得財産等を処分することにより収入があった場合は、その収入の全部又は

一部を市に納付させることがあること。 

(12) 取得財産等は、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その

効率的な運営を図らなければならないこととし、当該管理運営について市長が調査をするときは、 

これに協力すること。 

(13) 前各号に掲げるもののほか、法令その他市長が必要があると認め指示する事項を遵守すること。 

 

７．補助金等の返還                                      

(1) 補助の条件に違反した場合、承認の条件に違反した場合、補助事業者としての要件を満たさなく 

なった場合、建築基準法、消防法その他関係法令に違反したとき、虚偽その他不正の手段により 

補助金の交付を受けた場合については、交付決定を取り消す場合がある。 

この場合において、既に交付された補助金があるときは、その返還及び補助金等の受領日から 

納付日までの日数に応じ年 10.95パーセントの割合で計算した違約加算金を請求する。 

(2) 前項に規定する請求に応じた補助金の返還等がされない場合において、本市が申請者に対し交付 

すべき他の補助金等があるときは、他の補助金等の交付を一時停止することがある。 

交付の条件に違反した場合、補助金を返還していただくことがあります。 



 

８．補助金交付までのながれ                                    

※事前着手申請書の提出があり、市が事前着手承認通知を行った後は交付決定前に着手可能です。 

 

９．応募書類等                                      

申込書の各様式は、熊本市ホームページよりダウンロードしてください。 
 

【提出書類】 

(1) 熊本市商店街出店支援事業費補助金事業計画書（様式第１号） 

(2) 企業概要書（様式第２号） 

(3) 経営計画書（様式第３号－２） 

(4) 財務計画書（様式第４号） 

(5) 誓約書及び同意書（様式第５号－１） 

(6) 代表者・役員等名簿及び照会承諾書（様式第６号） 

(7) 商店街に係る取組概要書（様式第７号） 

   ※様式下段の商店街団体からの推薦の取得は任意です。（推薦がある場合、審査で加点します。） 

   ※推薦書発行には時間が掛かる場合がありますので、推薦を依頼する場合は、出店する商店街団 

体へ余裕をもって依頼してください。 

  (8) 市税滞納有無調査承諾書 

(9) 補助金申込経費の内訳及び工期(納期)を明記した２者以上の見積書（写） 

(10) 空き店舗の現状（着工前の内装・外装）の写真 

(11) 直近の確定申告書（個人事業主）又は 決算書（法人）の写し 

（ただし、創業間もない者又は創業予定者であって直近の事業収入が存在しない場合等を除く。） 

（12）空き店舗と往来が可能な道路と店舗の位置関係が分かる写真 

（13）空き店舗の改装に係る図面 

（14）登記事項証明書の写し 

（15）同意書（様式第５号－２） 

   ※空き店舗の共有名義者がいる場合のみ必要です。 

※応募締切日以降の書類の差替、追加資料の提出は受け付けません。 

応募期間中に提出された資料をもって審査いたします。 

※提出書類は、提出前にコピーし、控えとして保管してください。 

※審査の結果、採択となった場合は、熊本市商店街出店支援事業費補助金申込書（様式第１１号）の

提出が必要となります。採択事業者には、別途ご案内いたします。 
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【提出方法】 

  熊本市ホームページの「熊本市商店街出店支援事業」ページから各種様式をダウンロードの上、 

作成して、必要書類とともに、上記ページのリンク先より、電子申請にて提出してください。 

 

なお、様式第５号－２（同意書）及び 様式第７号（商店街に係る取組概要書）の押印原本について 

は、別途郵送又は窓口への持参にてご提出ください。 

※郵送の場合は、到着確認のため募集期間内に必ず電話してください。 

※募集期間を過ぎてから到着した書類はお受け付けできませんので、ご注意ください。 

 
 

１０．審査基準                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「路面店」とは、店舗と往来が可能な道路（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に基づく道

路）に面した建物１階部分の店舗であり、かつ、店舗間口又は壁面が道路からおおむね７ｍの範囲内に位置する

店舗をいう。 

 

〇補助事業候補者の選定 

（1）提出された書類について書面審査を行い、高い得点を得た申請者から順に、予算の範囲内で採択事業

者を選定します。 

（2）ただし、審査項目の「１ 事業計画」「２ 地域貢献・活性化」の合計点数について、審査員の平均

点数が４０点未満の事業計画を提出した事業者は、選定の対象外とします。 

 



 

１１．提出先・お問合せ先                 

  熊本市経済観光局 商業金融課 

〒８６０－８６０１   熊本市中央区手取本町１番１号 

   ＴＥＬ：０９６－３２８－２４２４ 

ＦＡＸ：０９６－３２４－７００４ 

応募書類は 

熊本市ホームページから 

ダウンロードください。 


